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１．はじめに 
 昨年の APEC 首脳会議で WTO 新ラウンドの２００１年中の開始が合意された。GATT
ウルグアイラウンドの結果、林産物の中で紙パルプ製品に関しては関税撤廃がすでに主要

国で合意されている。新ラウンドでの林業関連の懸案は、ウルグアイラウンドで日本の反

対などによって先送りされたその他の林産物に関する関税のゼロ化である。新ラウンドで

の交渉にあたって、林野庁は一般の工業製品の枠とは別に取り扱うべきであると主張して

いたが、他の面では多くの利害を共にする EU がこれに反対したため、一般の工業製品の
枠内で扱うことがすでに決まっている。 
しかし林産物貿易自由化の議論が進む一方、そもそも林産物の自由貿易に関わる根本的

な命題、つまり林産物自由貿易と森林の持続可能性はトレードオフか、補完的かという問

題について、これまで科学的分析が尽くされてきたとは言い難い。にもかかわらず、極め

て真偽の危うい論理に基づいて、森林資源と深い関係を持つ林産物貿易についての国際交

渉が進行している状況は、森林資源の将来にとって深刻な脅威である。 
 本稿では、まず新ラウンドに向けてアメリカ通商代表部（USTR）が出したレポートの
議論をベースに、林産物の自由貿易と森林資源について、欧米でどのような議論が近年展

開されているのかをレビューし、筆者が近年収集したデータや文献とヒアリングに基づい

た東南アジア三ヶ国における林産物自由貿易と森林資源管理の関係について論じ、最後に

林産物貿易と森林の持続可能性についてどのような国際的な枠組みが求められるかについ

て若干検討してみたい。 
 
２．USTRレポートと近年の林産物貿易自由化論争 
１）GATTウルグアイラウンドの結果とそれ以降の林産物貿易自由化への動き 
 はじめに、ウルグアイラウンドおよびそれ以降の林産物貿易自由化に向けての動きを簡

単にみておこう。ウルグアイラウンドでは世界的に平均３分の１の関税率引き下げが合意

された。その中で林産物は、パルプと紙については１０年間で関税を撤廃することがアメ

リカ、ＥＵ、カナダ、日本､韓国、フィンランド､オーストリア､ニュージーランド､香港、

シンガポールによって合意された。しかし製材品や林産物の関税撤廃については、アメリ

カ､カナダ、ＥＵ、香港、ニュージーランド､シンガポール､スウェーデンは支持したが、日

本が反対したため、合意にいたらなかった。 
 その後さらなる関税引き下げへの議論が、APEC の閣僚会議によって、引き続き行われ
てきた。１９９４年に APEC首脳は先進国では２０１０年、途上国では２０２０年までに､
APEC 地域における自由で開放的な貿易の目標を達成することに合意した。１９９７年
APEC首脳は、林産物を含む１５品目を早期自発的自由化品目（EVSL）とし、林産物はさ
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らに即時に実施されるべき９品目に選ばれた。林産物を推薦したアメリカ､カナダ、ニュー

ジーランド、インドネシアに、関税・非関税政策・規格・経済技術協力の４分野について

の研究がそれぞれ割り当てられた。１９９８年１１月の APEC 首脳会議で、EVSL の関税
部分をWTOにゆだねることが決定された。 
 
２）USTRレポートの議論 
 このような経緯の中で、WTO新ラウンド立ち上げに先だつ１９９９年１１月にアメリカ
通商代表部（USTR）は、「林産物セクターにおける早期関税自由化：経済および環境への
影響に関する研究」と題するレポート１を発表した。この中での USTRは林産物関税ゼロ化
を推進すべきであるとして、次のような論拠を挙げている。まず FAOの GFPM（Global Forest 

Products Model）と CINTRAFORの CGTM（CINTRAFOR Global Trade Model）という２つの

空間均衡分析による世界林産物モデルのシミュレーションによって、 
① 早期関税撤廃による世界規模での生産量および消費量に大きな変化はない。すべての林

産物について、生産量と消費量の増加は２０１０年に基本ケースに比べて１％未満で、

多くは０．５％未満であった。 
② 丸太伐採の減少は主に天然林で起こり、伐採増は主に二次林や人工林で起こる。 
③林産物の貿易量の変化をみると、ATL は北欧、オセアニア（ニュージーランドとオース
トラリア）、南米（チリ）、とアジア（インドネシアとマレーシア）の生産量と輸出量

を増やす。品目別では、加工品の貿易は１％（パルプ）から６％以上（木質パネル）

の増加、原材料（産業用丸太）がほとんど６％減少すると予測している。 
④早期関税撤廃による用材のための伐採の増加は０．５％未満で、世界規模では増加量は

少ない。途上国で伐採量の増加率が高い国でも、増加率は基本ケースに比べて５％未

満（インドネシア４．４％、マレーシア２．６％）であり、むしろ先進国での増加率

が１０％前後と多めである。 
との結果を示し、またその他の先行研究をもとに 
⑤ 競争は費用効率的で資源効率的な技術導入を促し、また木くずの紙パルプへの再利用を

促す。 
⑥ 貿易自由化は一般に、特に途上国において、所得を高め、その結果環境保護への投資を

増やし、燃料用材の消費を減少させる。 
ということを主張している。 
 シミュレーション結果に基づいた主張を一言で集約すれば、「関税を撤廃しても熱帯林

を始めとする貴重な森林資源への負の影響はあまり大きくない」という消極的なサポート

に過ぎない２。また元来貿易論において自由貿易を支持する論理は、自由貿易によって、生

産量に基づいた各国の厚生水準を、どの国の厚生も低下させることなく、すべての国につ

いて向上させることができる、ということである。つまり自由貿易によって生産量が増加

することが自由貿易を行う意義なのであって、自由貿易を行っても生産量があまり伸びな
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いという主張は、関税撤廃を行う意義自身を否定することになっており、根本的に矛盾し

た議論である。アメリカがこのような主張を公然と行っているのは、戦後まもなく GATT
が始動したことの本来の目的に立ち戻ることなく、WTOにおいて関税および非関税障壁撤
廃が自己目的化している傾向と深く関わっていると見ることもできるだろう。 
 むしろ関税撤廃を積極的にサポートしているのは、林産物および一般的な自由貿易の森

林の持続可能性への正の影響を主張する後者の二点である。これらの点については近年の

研究ではどのような分析が行われているかをフォローしながら、現在の科学的分析の到達

点を確認することにしよう。 
 
３）研究レベルでの議論 
 おそらく経済学において、規制緩和や自由貿易を肯定する最も否定し難い論拠は、自由

競争が技術進歩を誘発するということであろう。⑤の主張はこの考え方を林産業に応用し

たものである。１９８０年代以降東南アジアの木材輸出国が丸太の輸出禁止を相次いで行

ったため、それから１９９０年代前半にかけて、丸太輸出規制は輸出国にとって効率的な

選択かどうかという議論がさかんに行われた。Repetto and Gillis (1988)３は、インドネシアの

１９７９年から８２年について、丸太１ｍ３相当の丸太と製材と合板の潜在レントをそれぞ

れ計算している。これによると丸太の潜在レントのほうが、製材や合板より高く、とくに

合板に関しては潜在レントがマイナスを示した。このことから丸太で輸出したほうが、製

材や合板で輸出するより利潤が大きく、丸太の輸出禁止はインドネシアの非効率な林産業

への投資を助長している、と主張している。また LEEC(1993)４では、１９８５年のインド

ネシアの丸太輸出禁止が林産業に与えた影響をみると、この政策が木材の歩留まりを上げ

たり、禁止前に比べて丸太消費を減少させたりしていないという Constantino の１９９０年

の研究を引用している。これらの結果をもとに⑤の主張が生まれたわけである。 
 しかし、例えば前者の研究では、丸太、製材、合板の輸出価格から丸太については輸送

コストを、製材と合板については製造コストと丸太と同じ輸送コストを差し引いたものを

潜在レントとしており、輸出用の丸太と国内加工用の丸太の材質の違いの有無などは検討

されていない。もし国内加工に回っている丸太のほうが、質の低いものも含めて使ってい

るならば、伐採の際の１ｈａ当たりの歩留まりは国内加工のほうが高いということもあり

うるわけで、工場内での歩留まりをもって、即木材利用の効率性を問うことはできないだ

ろう。つまりこれらの研究は、丸太の輸出禁止により丸太が非効率な国内産業に回った結

果、森林破壊が加速されたと実証しているわけではないのである。また一連の研究は、熱

帯林保有国の林産加工工場の資源効率が悪いということを実証しているのであって、競争

によって実際に、費用効率的で資源効率的な技術導入を促されたことを実証しているわけ

ではないということも注意する必要がある。 
 このような議論について、マクロ的な実証研究も行われるようになった。Barbier, E.B. et al. 

(1995) ５はインドネシアの丸太、製材、合板についての需給関数と森林減少関数を推定し、
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丸太の輸出禁止や先進国による林産物輸入禁止の森林減少への影響を数量的に示している。

また Perez-Garcia, Lippke and Baker (1997)６はアメリカのマダラフクロウ問題による天然林

からの丸太輸出制限の影響について CGTM を利用して分析している。結論としては、実証

結果からそれほどクリアに言えているわけではないが、丸太輸出規制は、国内の加工業者

に恩恵を与え、地元の労働市場に多少貢献するものの、全体として非効率なものであると

いうことである。 

 このように１９９５年前後までの研究の大半は丸太輸出規制批判を展開している。その

中で Goodland, R. and Daly, H. (1996)７のみは、このような論調を批判し、国内加工を促進し

たほうが、付加価値を国内に還流し、雇用を創出し、幼稚産業である国内加工業の技術習

得を進める。輸出規制はサードベストかフォースベストな政策であるが、現在の途上国の

状況からして合理的な選択である、としている。 
 以上のように、輸出規制の影響についての分析は、ほとんどが丸太輸出規制に関するも

のであり、木材の輸入関税の引下げについての分析は、ほとんど皆無である。新ラウンド

での懸案は輸入関税であるが、輸入関税引下げによる、特に輸入国の森林管理への影響の

構造が、各国研究のレベルでは、ほとんど分析されていないということを確認しておくべ

きであろう。 
 １９９５年以降の文献では、むしろ自由貿易への懸念を表明するものが増えてきた。こ

れは北米自由貿易協定（NAFTA）や世銀や IMF の構造調整融資（SAP）のコンディショ
ナリティである貿易及び国内市場の自由化政策が途上国に大きな影を投げかけているとい

うことが次第に明らかになってきたことが背景にあるといえるだろう。 
 近年の研究では、自由貿易と森林減少との関係について、代替的な土地利用としての農

地需要との相対関係から議論しているものが多い。林地需要は林産物価格の上昇によって

強まり、他方農地需要は農産物価格の上昇または農産物生産コストの低下によって強まる、

という枠組みである。Prestemon (2000)８、Boyd and Doroodian (1999)９、Barbier (2000)１０は

NAFTAのメキシコでの森林破壊への影響について取り上げている。Prestemon (2000)は、90
年代初頭の NAFTA 実施によるメキシコ経済への影響のシミュレーション結果をもとに、
木材価格は低下するのに対して、農産物価格は不変なので、結果として森林面積が増える

だろう、という予測を行っている。Boyd and Doroodian (1999)は CGE (Computable General 

Equilibrium Model）によるペソ下落の影響をシミュレーションしているが、工業製品の輸出

価格低下により工業製品の輸出が増加し、都市部への労働移動が起こるため、農地需要が

減少し、森林破壊は減速するとしている。シミュレーションをもとにした分析が森林破壊

減速という結論であるのに対して、Barbier (2000)は NAFTA実施後の現実の観察から、価格
支持政策撤廃によりトウモロコシ価格が低下し、農地需要が減少したが、自由化の二次的

影響として、産業構造の変化で失業が起こり、農村部で森林への労働移動が起こって、む

しろ森林破壊を加速した、としている１１。 
 SAPの森林への影響を分析したものには Kaimowitz et al.(1999)１２や Barbier (2000)１３があ
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る。Kaimowitz et al.(1999)はボリヒアにおける SAPの影響として、ハイパーインフレがおさ
まり、GNP成長率が回復した一方、貧困を拡大し、輸出大豆の作付面積の拡大と、輸送用
道路建設が森林破壊を深刻化させていると論じている。Barbier (2000)はガーナの SAPによ
る自由化の影響で、ココアやトウモロコシの価格が上昇し、農地需要が増加して森林破壊

が加速したと述べている。 
 このように⑥の主張である、貿易自由化は所得を高め、環境保全に役立つ、という議論

は、仮説を単純化したシミュレーションでは支持される場合もあるが、現実に進行しつつ

ある途上国における経済の自由化の森林に関する影響は今のところプラスに働いていない

ことがわかる。１４ 
 最近になって、１９９０年代前半までに盛んに行われた丸太輸出規制批判、林産物貿易

自由化の主張に対して、一石を投じる実証研究も出始めた。Southgate et al. (2000)１５は１９

８０年代に丸太輸出規制を行っていたエクアドルで、丸太や林産加工品の輸出税を引下げ

た結果、以前の議論が示唆するように、外国企業などの参入が起こり、林産業が丸太の需

要独占から競争状態になり、丸太価格が上昇して森林管理が改善されたか、という命題に

ついて、国内加工業の丸太需要独占の状態は変わらず、丸太価格の十分な上昇はみられな

い。また国内の制度・慣習のもとで外国系企業の参入は起こらず、林産業の競争化はみら

れない。従って、制度改革を伴わず、ただ市場を自由化しても、森林管理は改善されない、

というものである。 
 以上のように、どのようなファクターを分析範囲に加えるかによって、貿易自由化の影

響はさまざまであり、その構造の解明にはまだまださらなる研究の蓄積が必要な状況であ

ることがわかるだろう。USTR レポートのような俗説を繋ぎ合わせた論理は、不可逆的な
森林資源の将来を左右する林産物貿易の方向性を決定するための議論としては、あまりに

も安易であると言わざるをえない。 
 
３．東南アジア各国における林産物生産・貿易と森林の持続的管理 
 これまでの林産物貿易と森林の持続可能性の関係についての研究は、林産物輸出国につ

いてのものばかりである。確かに直接的に天然林伐採を行うのは輸出国であるが、林産物

輸入国にとっても林産物貿易自由化が、森林管理に大きな影響を与えることは、日本の例

からも明らかである。かつて丸太輸出国であった熱帯林保有国でも、すでに森林率が著し

く減少し、丸太輸入国となっている国もあり、これらの国にとっても林産物貿易自由化は

森林管理に大きな意味を持っている。これらの国々の状況を分析することは、長期的な貿

易と森林管理の関係を考える上で非常に重要なことであろう。 
 以下、過去に天然林を伐り尽くして、国土再生のために造林が急務となっているフィリ

ピンとタイ、現在でもまだ天然林を有しており、林産物の輸出競争力を持っているインド

ネシアについて、近年の林産物貿易と森林管理の問題について概観してみたい。 
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１）フィリピン 
（１）フィリピンの森林再生の条件 
 フィリピンでは、戦後５割程度だった森林率が、１９６０～７０年代をピークとする商

業伐採によって、１９８０年後半には約２割となってしまい、１９９２年にはついに未伐

採の天然林における伐採活動が禁止され、その後の天然林からの木材伐採は二次林に限ら

れることとなった。 
 天然林を切り尽くしてしまったフィリピンでは、今やその伐採跡地に造林を行い、持続

的な森林として管理していくことが森林行政の最も重大な課題となっている。なぜならば、

劣化した林地は山地崩壊や台風による洪水などさまざまな自然災害を引き起こし、各地で

大きな被害を出したためである。政府は広大なコンセッション跡地を政府の予算で管理し

きることができないため、政府は自らの造林事業に加えて、企業造林や海外の開発援助に

よる造林事業への制度を整えた。 
 しかし永野・葉山・関(2000) １６、関(2001)１７によると、これらの造林は構造的問題をか
かえている。国有林の中には、もともと山間部で狩猟採集あるいは焼畑を行ってきた人々

や低地から入植してきた人々が生活しており、その数は一説によると、１９８８年時点で

８７０万人（人口の１３％）に上ると言われる。１８政府や企業が造林を行う場合、彼らの

生活の場と競合する場合が多い。これを平和裏に調整するためには多大なコストがかかり、

もし造林を強行したとすると、放火されたりして、成林率は低い。従ってフィリピンの天

然林伐採跡地の持続可能な林地への転換のかぎを握るのは現地住民なのである。 
 彼らにとって伐採跡地の林地利用は、農地利用など他の土地利用と競合している。彼ら

は造林した林木に販路がなければ、造林しようとはしない。従って地元住民の造林インセ

ンティブを高めるためには、木材への需要があることが不可欠な条件となる。 
（２）フィリピンの国内林産業１９と原料調達 
 フィリピンの主な林産物は製材と合板である。かつては輸出用が生産量の半分以上を占

めていたが、資源の枯渇のため１９９０年代に入って、輸出が急激に減少し、それ以降は

ほとんどが国内向けである。フィリピン国内では低質で安い製材や合板への需要がほとん

どで、またそれなりに安定した需要があるため、９０年代以降、国内企業は国内向けに絞

った低質・安価な製材や合板の生産に特化している。 
 マニラにある複数の合板業者への聞き取りから、原材料の調達については以下のような

状況にある事がわかった。以前は国内に良質なラワンが豊富にあったが、近年は天然材の

枯渇から、合板の芯板の部分は国産の人工林材（ほとんどはアルビジア・ファルカタリア

で、その他ユーカリプタス・デグルプタ、アカシア）を使い、外板には国内の二次林のラ

ワンかまたは東部マレーシア、パプア、ソロモンなどからの輸入材を使っている。原料の

供給元は、天然林材については自社や他社の二次林から、人工林材については地方の農家

林家から調達しているが、自社の造林コンセッションを含めて人工林材はまだ伐期２０に至

っていないものが多く、今原料調達の過渡期にある。国内の人工林材は樹種によっては合
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板の外板として使うことも可能である。輸入材は調達リスクがあるという意味で、価格が

同程度であれば、国内材には魅力があり、現在の市場状況のままであれば、国内材でもな

んとか採算がとれる、ということであった。 
 
（３）関税引き下げによる国内林産業への影響 
 しかし近年の ASEAN や WTO における林産物関税引き下げの要求がフィリピンの林産
業界に大きな影を落としている。合板については１９９５年までは輸入関税は５０％だっ

た。RH&H Consult (1994)２１ によると、フィリピン政府は１９９２年にアセアン共通有効特
恵関税協定（CEPT）に調印した結果、１９９３年から５～７年間で関税率２０％以上のも
のに関しては２０％に引き下げ、その後７年以内にそれらの関税率を０～５％に引き下げ

ることを要求されている。これに伴い、１９９６～９７年の合板の関税率は３０％、１９

９８年には２０％になった。 
 これ以上関税率が下がれば、外国からの輸入製品との競争に敗れ、国内の合板業界は大

きな打撃を受けるというのが、１９９８年時点での業界の共通した認識であった。一例と

して合板工場の生産コストから、その状況を説明してみよう。表―１は１９９８年１１月

現在のマニラのある合板工場における合板１ｍ３あたりの費用の構成である。売上総利益率

は６．６～９．５％２２であり、すでに危機的な状況にあることがわかる。もし輸入合板の

値段がこれと同等だったとすると、関税が撤廃された場合、値段は２２８．９～２３５．

８ドル／ｍ３になる。従って、国内産は全く競争力を持たないことになる。２３ 
 
表―１ マニラのある合板工場における合板１ｍ３あたりの費用 
費目 １ｍ３あたりのコスト（US$） 
材料代 外板 ラワン 69.57 
    芯板 ファルカタリア 94.69 
人件費（賃金） 24.67 
接着剤など 26.12 
電気代 14.48 
部品代、修理代 5.186 
油、ガソリン 2.763 
厚生費 2.569 
その他の経費 7.157 
減価償却費 8.692 
支払利子 8.401 
事務所経費 5.186 
計 269.5 
売値 274-282.7 
注：１９９８年１１月現在 
 
 もしこの工場で、外板の原材料をラワンから国内人工材のファルカタリアに変えたとし

ても、９８年１１月時点のファルカタリアの仕入れ値が３５．４２ドル／ｍ３だから、コス
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トの合計は２３５．３５ドル／ｍ３となり、関税撤廃後の価格の下で、やはり経常利益率は

マイナスになってしまう。もし１９９８年時点の価格のままであれば、外板へのファルカ

タリア導入で、経常利益率は１４．３～１６．７％になり、経営の維持が十分可能なレベ

ルになる。 
 
（４）フィリピンの森林管理と国内林産業 
 もしフィリピンの国内市場が輸入合板に大きく依存するようになれば、上述のように、

国内の人工林材は有望な市場を失うことになる。そうなれば、地方の農家林家の造林イン

センティブは少なからず損なわれることになると予想される。そのような状況下でフィリ

ピンの森林の回復はさらに困難な状況になるだろう。 
 
２）タイ 
（１） タイの森林再生 
 タイでも、戦後５割以上あった森林率が、移動耕作や農地利用のための開墾、木材生産、

薪炭採取といった原因で、１９９０年ごろには２５％程度に減少し、森林劣化によって、

各地で洪水などの自然災害が多発するようになった。そこで近年では森林再生のため、に

さかんに造林が推進されている。２４ 
 政府は１９８５～８８年を「国民植樹年」とするなど、積極的に造林を推進するように

なった。しかし造林を政府の予算でまかなうには、あまりにも造林必要面積が大きすぎる

ため、民間企業に統合的な事業形態（植林・伐採から加工・製造まで）でのユーカリ経営

を奨励した。当初は大企業が大規模造林を行うという方向性だったが、やはりここでも住

民の土地利用権との紛争が頻発し、近年では企業が自社造林を行うのではなく、農民が造

林したユーカリを買い上げて加工するという形になっている。 
 タイのユーカリは製材や合板には向かず、紙パルプの原料となってきたが、最近ではフ

ァイバーボード生産が注目されており、競争力のある輸出財として生産、輸出を伸ばして

いる。 
 
（２）ユーカリと在来樹種 
 このようにユーカリは市場の需要が潤沢であり、また将来の需要の見通しも明るいため、

民間や農家はユーカリについては、造林インセンティブを持っている。しかし田坂（１９

９１）によると、ユーカリ造林は生態系に悪影響を及ぼす。ユーカリ林は閉鎖した枝葉層

や下層植生あるいは堆積落葉層を形成しないため、スコール状の雨滴が直接地表をたたき、

土壌流亡を起こしやすい。またユーカリ林は成長期に水分の吸収量が大きく地下水位を押

し下げる。従ってユーカリ造林が生態的に持続的な土地利用にならないのではないかいう

ことが危惧されている。 
 他方で、その他のいわゆる在来樹種の造林はあまり進んでいないといわれている。その
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原因は Ubukata and Jamroenpruksa(1997)２５によると、これらの樹種の造林を行っても、産出

される丸太の販路がないからである。Promachotikool,M. and Doungpet, M. (1996)２６によると

タイ国内でも建設用を中心に製材や合板などの需要がかなりあり、また今後も伸びつづけ

ると予測されている。にもかかわらず１９９０年代以降は国内の製材、合板生産の原料丸

太の大部分を輸入材に依存しており、また製材、合板の製品輸入も多い。タイの製材、合

板産業はもはや国内での原料調達に見切りをつけており、また製材、合板の国内生産に関

しても明るい展望を持っていない２７。従って、外材に対する価格競争力のない在来樹種の

造林が進むために必要な、販路の確保は行われていない。 
 タイ政府は、在来樹種の造林がユーカリに比べて進まない原因が、造林・育林段階のコ

ストの高さにあると考えて、造林補助金制度を行ったりしていたが、やはり造林は広がり

をみせなかった。他方国内市場の整備等、販路の問題については何ら手段を講じてきてい

ない。タイでは、安い外材の安定供給とボード類や紙製品の輸出で優位を確保するため、

貿易自由化に対してはむしろ肯定的であると予想される。しかしそれが、国内での森林生

態系の問題の解決を遠ざけ、さらに、丸太の主な輸入元のひとつであるカンボジアで現在

問題になっている天然林伐採の大きな原因となってしまっているのである。 
 
３）インドネシア 
 フィリピンやタイと異なり、インドネシアはいまだ未伐採の天然林を有しているため原

材料が安価で、労働コストもこれらの国より安価であり、林産物の国際競争力を有してい

る国といえる。またインドネシアでは１９８０年代以降石油輸出による外貨収入の落ち込

みにより、一次産品輸出において林産物はますます重要な商品となってきた。Massijaya and 

Kartodihardjo (2000)２８によると、１９８０年代後半から現在までのインドネシアの全輸出額

に占める林産物の輸出額の割合は年間１５％～２０％にも上っている。このような事情を

背景に、インドネシアはＡＰＥＣにおいて、林産物関税撤廃を促進しようとしている国の

ひとつとなっている。 
 しかしインドネシアの天然林の丸太供給力については今後急激に劣化に向かうと、警鐘

を鳴らすレポートが出されている。林業省の発表による当初の林地区分の合計は転換林も

含めると１億４０４０万ｈａであり、そのうち伐採が可能な林地は生産林は３３００万ｈ

ａと制限的生産林は３１３０万ｈａ、転換林は２６６０万ｈａで、合計９０９０万ｈａで

ある。しかし Scotland, Fraser and Jewell (1999) ２９によると、１９９６年のインドネシア国

家森林調査（ＮＦＩ）の結果、林地は１億２１１９万ｈａであり、うち商業伐採可能は森

林（生産林、制限的生産林、転換林の合計）は４７００万ｈａで、さらにそのうち１５０

０万ｈａが転換林である。しかもその中で未伐採の天然林は１７００万ｈａのみで、その

うち５００万ｈａは転換林に指定されている、ということが明らかになった。そして既伐

採地は再び商業伐採可能なレベルに回復不可能なほど不法に過伐されており、また近年転

換林から伐採される丸太の比重が高まっていることからみても、２０２０年代には天然林
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資源は枯渇するだろうと予測している。 
 Scotland, Fraser and Jewell (1999)によると、１９９７年の総丸太消費量は８６５０万ｍ３

と推定される一方、公式な丸太生産量は２９９０万ｍ３とされており、輸入量１０５０万ｍ

３と古紙の再生分４９０万ｍ３を加えても、４１００万ｍ３が公式に記録されていない生産

（皆伐の時に出る小径木）と不法伐採ということになる。３０このような大量な不法伐採の

存在を考えると、保全林も含めた森林資源の将来はさらに懸念される。 
 他方で、天然林枯渇の懸念に対して、政府では人工林面積を６００万ｈａにするという

目標を持っているが、１９９９年時点では２３０万ｈａにとどまっており、１９９５～９

９年までに人工林から伐採された丸太の年間平均伐採量は２６４万ｍ３にすぎない。 
 また近年のＩＭＦの構造調整融資では、そのコンディショナリティとして林産物輸出税

の引き下げが織り込まれており、さらなる自由化、林産物輸出促進が推し進められている。

３１インドネシアは林産物貿易の自由化に積極的であるが、それは林産物輸出を促進し、外

貨収入を増加させる一方、国内の天然林資源の枯渇を促すという問題も伴っており、この

トレイドオフの調整が、莫大な累積債務を抱えるこの国では、短期的な財源確保に大きく

偏っていることが懸念される。 
 
４．林産物貿易と森林の持続可能性についての国際的枠組み 
 東南アジアの現状分析からは、林産物の自由貿易は木材輸出国、輸入国双方にマイナス

であるように見える。ではこのような問題提起も含めて林産物貿易と森林の持続可能性に

ついての議論を行うには、どのような国際的な枠組みがありうるだろうか。まず国際貿易

機関である WTO は環境と貿易についてどのような立場をとっているだろうか。GATT／
WTOの貿易と環境に関する議論については Rao(2000)３２に詳しい。   
 １９９４年ウルグアイラウンドの最終決議で、貿易と環境委員会（CTE）の設立が決定
された。CTE は持続可能な開発を促進するための貿易政策と環境政策の関係や多国間貿易
システムについて検討し、１９９６年１２月の第１回WTO閣僚会議（シンガポール閣僚会
議）に報告書を提出した。この中でWTOは環境政策の貿易に与える影響を取り扱う機関で
あり、貿易の環境に与える影響はMEA（Multilateral Environmental Agreement）において取

り扱う問題であるということを言明している。３３このような見解を受入れるとすれば、林

産物貿易が森林の持続可能性に与える影響の制御のためには、森林に関するMEAが必要と
いうことになってくる。 
 森林に関するMEAについての議論の動きに関しては、藤原敬氏のホームページ『森林の
持続可能性に関する勉強部屋』３４に詳しいが、地球サミット（UNCED）で採択された森
林原則声明への議論の中から森林条約策定への動きは始まった。この問題については、以

後国連の持続可能な開発委員会（CSD）の下に設けられた森林に関する政府間パネル（IPF）、
森林に関する政府間フォーラム（IFF）で議論が続けられてきた。しかし第４回 IFFにおけ
る貿易と環境に関する合意には、市場アクセスの改善、貿易自由化推進が森林の持続可能
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な管理を高めるといった論調が色濃く打ち出されている。WTOがあくまで貿易機関として
の立場を明確にしているのであるから、森林に関するMEAでは、持続可能な森林管理を第
一目的とした枠組みにすべきである。これまでのところ、特に貿易と環境の項目は、十分

な科学的分析を行わないまま、関係各国の利害調整的な議論に終わっている。森林 NGO関
係者の間では、歪んだ枠組みならばないほうがよい、という失望感が広がっている。 
 
５．結語 
 林産物のみならず、天然資源の自由貿易が将来の地球に及ぼす影響は計り知れないと考

えられるにもかかわらず、この問題があまりに複雑で困難な問題であるがゆえに、放置さ

れている感がある。困難であるがゆえに、一刻も早く取り組まなければならないという危

機感を広く共有できるよう願ってやまない。 
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